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１   編 成 方 針 
 

 

令和２年度予算は、まちづくり記念事業を含む「東アジア文化都市」のレガシーを活か

し、未来の世代に向けて「としま新時代」の確かな道筋を創り上げる予算です。また、３年度

から始まる後期・基本計画の策定に向けて、区の今後の方向性を定める重要な年度でもあ

ります。 

こうしたなか、本区の二大財源の一つである特別区民税は課税人口の伸びや収納率の

向上により増加しているものの、ふるさと納税制度によって個人住民税が流出しており、財

政調整交付金についても、その原資となる法人住民税の一部国税化や地方消費税の清

算基準の見直しなど、国が進める税源偏在是正の動きが区財政に深刻な影響を与えてい

ます。 

このような状況のもと、２年度は２３のまちづくり記念事業を着実に進め、「国際アート・カ

ルチャー都市」を実現するとともに、「誰もが安心して暮らしつづけられるまち」の実現に向

けた施策の充実に最優先に取り組みます。さらに、創意工夫を凝らし、より一層効率的な業

務運営を徹底するとともに、投資的経費の計画的な見直しを進めた結果、予算規模は、一

般会計当初予算で１，２８３億円と、前年度比で２１５億円のマイナスとなる予算規模となりま

した。 

このように、災害に強い安全・安心なまちづくりを図りつつも、区民生活を支える様々な

施策の充実など、豊島区の価値を高めるための投資を計画的に実施していくためには、安

定的で持続的な財政基盤の構築が不可欠です。そうしたなか２年度予算においても、これ

まで進めてきた「子どもと女性にやさしいまちづくり」「文化による賑わいを生むまちづくり」

の成果が、課税人口の増加などによる歳入増という形になって現れ、７年連続で財政調整

基金の取り崩しをせずに予算を編成することができました。 

今後も、「未来戦略推進プラン２０２０」を実効あるものとするため、人件費の抑制、公民

連携の推進など、構造改革に引き続き取り組み、安定的で持続可能な行財政運営の確立

を目指してまいります。 

 

 

○ 本区では枠配分予算方式を採用しており、経常的経費等の予算については、上記方針に沿い、別紙に

掲げる各部局の予算編成方針に基づき、各部局長の権限と責任のもとに編成を行っています。 

○ 編成結果だけでなく編成過程についても、より透明性を高めるため、「令和２年度予算編成方針（依命

通達）」を既にホームページに掲載しています。また、この概要や「令和２年度部局予算編成方針」につい

ても、ホームページに掲載します。 

 ○ 「未来戦略推進プラン」は、豊島区の新たな魅力と活力の創造に向け、戦略的かつ横断的な施策展開

を促進することにより、「豊島区基本計画」の政策体系に基づく各分野別の施策をより効果的に推進してい

くための実施計画として策定しています。 
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２   財 政 規 模 
 

令和２年度の一般会計当初予算規模は、１，２８２億９３百万円、前年度に比べ２１５億４

５百万円の減、１４．４％のマイナスとなり、今までで２番目の予算規模と予算となりました。 

特別会計を含めた総財政規模は 1，８５９億４０百万円、前年度に比べ２１９億１１百万円

の減、１０．５％のマイナスとなりました。 

当初予算規模の推移（平成 19年度～）

 

 

３特別会計の合計は、５７６億４７百万円で、前年度より３億６７百万円の減、０．６％のマ

イナスとなりました。国民健康保険事業会計で国民健康保険事業費納付金が減となったこ

とが、主な要因です。 

特別会計当初予算の推移（平成 19年度～） 
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３   ２ 年 度 予 算 の 特 徴  
 

１ 区の未来展望を実現するメリハリのある予算 

令和元年度予算は、23 のまちづくり事業を始めとする集中投資によって、20.2％増と平

成以降、最大の増加率となったが、令和２年度当初予算は、元年度予算と比べて 14.4％

減の 1,283 億円と、平成以降、最大の減少率となった。これは、２年度の投資的経費が元

年度と比べて、59.2％、239 億円の減となったことが主な要因である。 

令和２年度当初予算は、「100 年に一度の大変革」と位置づけた元年度の集中投資を経

て、それら投資の成果を結実するメリハリのある予算として編成している。 
 

２ 「としま新時代」を展開する戦略的な予算 

東アジア文化都市への挑戦を成功裏に収めたことによって、区が目指す国際アート・カ

ルチャー都市への道筋は、より明確なものとなった。また、文化と賑わい創出のまちづくり

は、街を変えただけではなく、区に活力と将来への希望を生み出すことにつながった。そし

て、東京 2020 大会が開催される本年、「住みたいまち」「訪れたいまち」として、本区は、国

内外からより一層の注目を集めることになる。 

令和２年度当初予算は、この絶好の機会を活かして、これまでの計画を着実に実現する

一方で、「共働き・子育てしやすいまち」「高齢者にやさしいまち」といった区民生活の基盤

に軸足を置いた施策を積極的に展開し、「としま新時代」を切り拓く予算となっている。 
 

３ ７年連続で財政調整基金の取り崩しを行わない健全な予算 
  

待機児童対策や高齢化への対応、子どもの虐待・貧困対策など、喫緊の行政課題が山

積するなか、国による不合理な税制改正の影響は、年々拡大し、厳しい歳入環境が続い

ている。 

こうした状況下にあって、令和２年度当初予算は、安全・安心な区民生活の実現と将来

の安定的な財政運営の両立を考慮のうえに編成しており、７年連続で財政調整基金の取

り崩しを行わない健全な予算となっている。また、基金残高、起債残高の安定的なバランス

を見据えた持続可能な予算編成となっている。 
 
財政規模の対前年度比較                                    （単位：百万円） 

区  分 ２年度 元年度 増減額 増減率（％） 

一 般 会 計 １２８，２９３ １４９，８３８ △２１，５４５ △１４．４ 

 人 件 費 ２５，２０８ ２２，３８１ ２，８２７ １２．６ 

事 業 費 ８６，６４４ ８７，１５０  △５０６  △０．６ 

投 資 的 経 費 １６，４４１ ４０，３０７ △２３，８６６  △５９．２ 

特別会計（３会計） ５７，６４７ ５８，０１４ △３６７ △０．６ 

合 計 （ ４ 会 計 ） １８５，９４０ ２０７，８５１ △２１，９１１ △１０．５ 
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４   歳 入 の 概 要 
 

特別区税は、対前年度比８億１５百万円の増、２．４％のプラスとなる３４２億４３百万円と

なり、今まで最大だった令和元年度予算３３４億２８百万円を超え、過去最大規模となりまし

た。 

このうち、特別区民税は、人口の増加により納税義務者数の大幅な増が見込めるもの

の、ふるさと納税による寄附金控除額の減収が、前年度の約１２億円から１６億円に

拡大する見込みです。このことから増加幅が圧縮され、９億２８百万円の増、３．１％プラス

の３０９億３８百万円と見込んでいます。ふるさと納税による税の移転は、本来区が提供す

る住民サービスに充てることができた財源であり、これ以上の拡大は看過できません。 
 

特別区税の推移（平成 19年度～）

 

 

特別区交付金（特別区財政調整交付金）は、前年度に比べ１億円増の３１８億円を見

込んでいます。普通交付金については、原資である法人住民税が不合理な税制改正の

影響を受け前年度比２８．２％マイナスとなるものの、投資費用の算定が前年度より９億５３

百万円増えることから、合わせて１億円増の３０３億円と見込んでいます。 
 

特別区交付金の推移（平成 19度～） 

 
 

その他の税（たばこ税・軽自動車税・16～狭小住戸集合住宅税） 

特別区民税 
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特別区債は、前年度比７７億５２百万円マイナスの５０億４７百万円になりました。 

基金繰入金（取り崩し）も前年度比１２７億５４百万円のマイナスの４４億７４百万円になり

ました。これらは、「Hareza池袋」のシンボルでもある芸術文化劇場や新区民センターの整

備、さらに池袋西口公園をはじめとする４公園の整備など、令和元年度は２３のまちづくり記

念事業の竣工が集中したことによるものです。 

また、国庫支出金についても、投資的経費の減が主な要因となり、減少しています。 

財源不足を埋めるための財政調整基金の取り崩しは、７年連続で取り崩さずに予算を

編成することができました。 

また、特別区税や特別区交付金のように、使途の制限されていない一般財源歳入は、 

前年度に比べ３億１百万円減の７５７億３百万円となりました。 

 

 

 

一般会計歳入の対前年度比較 

                                （単位：百万円） 

区  分 ２年度 元年度 増減額 増減率（％） 

特別区税 ３４，２４３ ３３，４２８ ８１５ ２．４ 

地方消費税交付金 ７，７５５ ６，００４ １，７５１ ２９．２ 

特別区交付金 ３１，８００ ３１，７００ １００  ０．３ 

国庫支出金 ２３，１０８ ２３，２４０ △１３２ △０．６ 

都支出金 １１，８７３ １１，３６４ ５０９ ４．５ 

特別区債 ５，０４７ １２，７９８ △７，７５２ △６０．６ 

財政調整基金繰入金 － －  － ７年連続なし 

その他の基金繰入金 ４，４７４ １７，２２８ △１２，７５４ △７４．０ 

その他の歳入  ９，９９４  １４，０７６  △４，０８２ △２９．０ 

合  計 １２８，２９３ １４９，８３８ △２１，５４５ △１４．４ 

うち、一般財源歳入 ７５，７０３ ７６，００４  △３０１ △０．４ 

 
 



6 
 

５   歳 出 の 概 要 
 

 

一般会計の歳出総額は前年度より２１５億４５百万円、１４．４％の減となっています。経

費別で見ると、人件費は会計年度任用職員制度の導入などにより、前年度に比べ１２．

６％のプラスとなる一方、事業費は０．６％のマイナス、投資的経費は５９．２％の大幅なマ

イナスとなっており、投資的経費の減が、歳出総額の減の要因となりました。 

 

 
一般会計歳出の対前年度比較 

（単位：百万円、構成比％） 

区  分 
２年度 元年度 増  減 

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率（％） 

人 件 費 ２５，２０８ １９．６ ２２，３８１ １４．９ ２，８２７ １２．６ 

事 業 費 ８６，６４４ ６７．５ ８７，１５０ ５８．２ △５０６ △０．６ 

投資的経費 １６，４４１ １２．８ ４０，３０７ ２６．９ △２３，８６６ △５９．２ 

合 計 １２８，２９３ １００．０ １４９，８３８ １００．０ △２１，５４５ △１４．４ 

 

経費別歳出額の推移（平成 19年度～） 
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豊島区では「新公会計制度の導入」に伴い、その効果を最大限に発揮できるよう平成 

３０年度予算から予算科目を「部・課」の組織に合わせる再編成をしました。    

この目的別では、これまで同様、福祉費の構成比が最も大きく、２３．１％を占めていま

す。前年度と比較して予算のマイナスが顕著なのは、文化商工費（芸術文化劇場整備 

△８３億９３百万円、新区民センター改築△６０億６３百万円）、政策経営費（公共施設再構

築基金積立金△３０億円）、都市整備費（池袋駅西口公園整備△２６億４２百万円、イケ・サ

ンパーク整備△１８億２７百万円）、教育費（学校改築△２２億２６百万円）です。 

 

 

目的別経費の対前年度比較 

（単位：百万円、構成比％） 

区  分 
２年度 元年度 増  減 

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率（％） 

議 会 費 ６８６ ０．５ ７０１ ０．５ △１５ △２．１ 

政 策 経 営 費 ３，９１７ ３．１ ５，９２２ ４．０ △２，００５ △３３．９ 

総 務 費 ７，９１８ ６．２ ７，３８０ ４．９ ５３８ ７．３ 

区 民 費 １１，９１６ ９．３ １１，４８９ ７．７ ４２７ ３．７ 

文 化 商 工 費 ６，０５８ ４．７ ２１，４７０ １４．３ △１５，４１１ △７１．８ 

環 境 清 掃 費 ４，５４４ ３．５ ４，５３０ ３．０ １４ ０．３ 

福 祉 費 ２９，５７６ ２３．１ ３０，１４１ ２０．１ △５６５ △１．９ 

衛 生 費 ４，７４５ ３．７ ４，３８６ ２．９ ３５９ ８．２ 

子ども家庭費 ２８，８８９ ２２．５ ２７，９９５ １８．７ ８９４ ３．２ 

都 市 整 備 費 １７，１９９ １３．４ ２１，１４２ １４．１ △３，９４２ △１８．６ 

教 育 費 ９，９４４ ７．８ １１，７７９ ７．９ △１，８３５ △１５．６ 

公 債 費 ２，７０１ ２．１ ２，７０３ １．８ △２ △０．１ 

予 備 費 ２００ ０．２ ２００ ０．１ －   － 

合  計 １２８，２９３ １００．０ １４９，８３８ １００．０ △２１，５４５ △１４．４ 
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人件費は、対前年度比２８億２７百万円の増となる２５２億８百万円となっており、これは令和２

年度から会計年度任用職員制度が導入され、これまで事業費として計上していた賃金が人件費

となるなど、新たに４３億２３百万円を計上したことによります。 

具体的には、会計年度任用職員制度導入により、非常勤職員に係る報酬等が１９億８６百万

円減となったものの、定年退職者の増加による退職手当が２億９０百万円、会計年度任用職員

の報酬や給与等を４３億２３百万円の増と見込んだことなどにより、職員人件費は対前年度比 

４８億１３百万円の増となる２４３億４百万円となっています。 

 

 

会計別予算人員の対前年度比較     

※（　）内は再任用短時間勤務職員を除く予算人員 （単位：人）

1,928 40 16 68 2,052

（1,856） （40） （16） （66） （1,978）

1,936 39 16 70 2,061

（1,836） （38） （16） （67） （1,957）

△ 8 1 0 △ 2 △ 9

（20） （2） （0） （△1） （21）

後 期 高 齢 者
医療 事業 会計

介 護 保 険
事 業 会 計

合　計

２年度

元年度

増減

区　分 一 般 会 計
国民 健康 保険
事 業 会 計

 

☆ 予算人員の人数と職員数とは異なります。 

 

一般会計人件費の対前年度比較 

（単位：百万円）

２年度 元年度 増　　減 増減率％

25,208 22,381 2,827 12.6

722 2,222 △ 1,500 △ 67.5

給 与 ・ 共 済 費 17,520 17,320 200 1.2

退 職 手 当 2,461 2,171 290 13.4

会 計 年 度 任 用 職 員 4,323 － 4,323 皆増

小　　　　計 24,304 19,491 4,813 24.7

182 668 △ 486 △ 72.8

職
員
人
件
費

報　　　　　　　酬

非 常 勤 職 員 社 会 保険 料等

人　　　　　　件　　　　　　費

区　　　　　　分
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一般会計人件費の増減内訳     ※増減額は元年度当初予算との比較 

（単位：百万円）

区分

・退職手当 290 ・非常勤職員（報酬・共済費）等の減 △ 1,986

・会計年度任用職員 4,323 ・採用・退職に伴う新陳代謝等 △ 319

・昇給 188 ・共済費の見込み減 △ 139

・給与改定 48

・事業費支弁人件費※の減 422

合計 5,271 △ 2,444 2,827

増加 減少

内容
増減

 
※ 歳出を性質別に分類する際に、投資的経費の一定割合の金額を職員人件費から控除し投資的経費に含める取扱いがあり、これを 

事業費支弁人件費と言います。 

人件費（退職手当を除く）と予算人員の推移（平成 12年度～）  

退職手当の推移（平成 12年度～）

 

予算人員(再任用含む) 

人件費（退職手当を除く） 

派遣法施行・再任用導入 

派遣条例施行 

臨時・特例的給与削減 

清掃移管・介護保険導入 
 

職員共済費の制度改正 

（社会保険料拠出方法変更・

標準報酬制への完全移行） 

派遣条例施行 
会計年度任用職員制度 
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事業費は、対前年度比５億６百万円、０．６％のマイナスとなる８６６億４４百万円となって

います。マイナスとなった主な要因は、扶助費が増となったものの、基金積立金が大きく減

となったことによります。 

扶助費は、過去最大規模だった令和元年度予算より１５億８５百万円上回り、３９６億５３

百万円となりました。最も大きな要因は、待機児童対策を積極的に進めてきた結果、保育

施策にかかる扶助費（私立保育所・小規模保育所などの保育運営費）が８億６５百万円増

加したことによります。なお、保育施策にかかる扶助費は、国の「待機児童解消加速化プラ

ン」が始まった平成２５年度は２２億円でした。令和２年度には１１８億円と、９６億円も増加

しています。 

一方、基金積立金の減は、前年度に池袋保健所売却益３０億円を公共施設再構築基

金へ積み立てたことによるものです。 

 

事業費の対前年度比較 
（単位：百万円） 

区  分 ２年度 元年度 増  減 

事  業  費 ８６，６４４ ８７，１５０ △５０６ 

 

 

 

扶 助 費 ３９，６５３ ３８，０６７ １，５８５ 

公 債 費 ２，７０１ ２，７０３ △ ２ 

一般行政経費 ４４，２９１ ４６，３７９ △２，０８８ 

 
うち、基金積立金 １，１８９ ３，７７７ △２，５８８ 

うち、特別会計繰出金 １０，４７７ １０，７６１ △ ２８４ 

 

事業費の推移（平成 19年度～） 
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投資的経費は、対前年度比２３８億６７万円の減、５９．２％マイナスの１６４億４１百万円と

なり、当初予算規模としては過去最高であった令和元年度より大きく減少しました。 

これは国際アート・カルチャー都市の拠点となる新たな街「Hareza 池袋」の誕生に代表

される文化と賑わいのあるまちづくりが元年度に集中して竣工したことによります。前年度と

比べ、減となった主な事業は、芸術文化劇場整備（前年度比△８３億９３百万円）、新区民

センター改築（対前年度比△６０億６３百万円）、４公園整備（中池袋公園、池袋駅西口公

園及びイケ・サンパーク整備合計で対前年度比△４６億８０百万円）です。 

さらに学校改築（池袋第一小学校、巣鴨北中学校、千川中学校）では、巣鴨北中学

校が元年度に竣工を迎えた一方、千川中学校が学校改築に入ることから、前年度比２２億

２６百万円減の１６億９百万円を計上しています。 

一方で、居住環境総合整備事業（６地区）、不燃化特区推進事業（５地区）、特定整

備路線沿道不燃化促進事業といった、安全・安心の礎となる防災まちづくり事業について

は、合計で対前年度比４億２１百万円の増の１９億２６百万円を予算化しています。 

 

 

 
投資的経費の推移（平成 19年度～） 

  

 

 

 

 



12 
 

６   不合理な税制改正による区財政への影響 

 

≪法人住民税の一部国税化≫ 

 

地方法人課税における税源偏在を是正する措置として、平成２６年度税制改正にて法

人住民税の一部国税化が実施されました。これは法人住民税の一部を地方法人税として

国税化し、地方交付税の原資として地方に再配分するもので、令和元年 10 月の消費増

税時には国税化の割合がさらに拡大されました。 

２３区は地方交付税の原資の多くを法人住民税の国税化により負担している一方、地

方交付税の不交付団体とされており、税収の多寡のみに着目した一方的な税源の収奪は

到底容認できるものではありません。 

この国税化の措置により想定される法人住民税への影響は、２３区計の財政調整交付

金交付額ベースで１，２９５億円となり、豊島区への影響では４０億円の減収が見込まれ

ています。 

【平成26年度税制改正】 【平成28年度税制改正】

法人住民税の一部国税化 消費税10％時（令和元年10月）に法人住民税をさらに国税化

標準税率：％

改正前の税率 改正後の税率
国税化される

税率
標準税率：％

改正前の税率 改正後の税率
国税化される

税率

都 ５.０ ３.２ １.８ 都 ３.２ １.０ ２.２

区市町村 １２.３ ９.７ ２.６ 区市町村 ９.７ ６.０ ３.７

≪地方消費税の清算基準の見直し≫ 

 

平成３０年度税制改正において、自治体間の税源の偏在を理由に地方消費税の清

算基準の見直しが行われました。これは都道府県間の地方消費税の配分を決めるた

めの指標から、「従業員数」「販売額」を廃止・縮小させ、「人口」の割合を高めることで、東

京の貴重な財源を奪い取ろうとするものです。地域間の税収格差の是正は、本来地方交

付税で調整されるべきであり、東京の財源を狙い撃ちにした今回の税制改正は、地方自

治体間に不要な対立を生むことになり決して認めることができません。 

この改正により２３区全体で年間６８１億円の減収が見込まれており、豊島区でも２２

億円の減収が想定されています。 

税率：％

10.0

7.8

2.2

従前分 1.0

増税分 1.2

地方消費税

消　費　税

国消費税

 

見直し前 17.5 7.5

見直し後 販売額５０％

販売額７５％

人口５０％

人口 従業員数
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≪不合理な税制改正による区財政への影響≫ 

 

消費税１０％が平準化した際のこれら３つが特別区全体に与える影響額は 

２，３００億円を超え、特別区における人口５０万人程度の財政規模に相当する衝撃

的な額です。豊島区における影響額も約７８億円となり、区財政に深刻な影響を与えて

います。加えて、平成３１年度税制改正大綱には「地方法人課税における税源の偏在

を是正する新たな措置を講ずる。」とあり、今後さらに都市部の税源を収奪する動きが見

受けられます。    

国は、「日本全体が人口減少局面にあり、東京一極集中の傾向が加速している」として、

『地方創生』を実現するという大義名分のもと、税源偏在の是正として、東京が一方的に財

源を奪われる形で進めてきました。しかし、この考え方は、財源の偏在だけがことさら強調

され、人口や企業が集中することによって生まれる大都市特有の膨大な行政需要が全く

考慮されていないばかりでなく、そもそも「地方の自主財源である地方税を充実させる」と

いう地方分権の流れに完全に逆行するものです。 

豊島区は、２３区・東京都とともに、これら税制改正の不合理性を強く表明し、引き続

き国に撤回を強く求めていきます。 

 

※1 地方消費税清算基準の見直しは軽減税率導入による影響額を含む 

※2 ふるさと納税は令和２年度の本区が試算した影響額を計上 
 

 特別区の影響 豊島区の影響 

法人住民税の一部国税化 △ １，２９５億円 △４０億円 

地方消費税清算基準の見直し ※1 △ ６８１億円 △２２億円 

ふ る さ と 納 税  △ ３９１億円 ※2 △１６億円 

合   計 △２，３６７億円 △７８億円 

≪ふるさと納税≫ 

 

前記した２つの税源偏在是正措置のほか、ふるさと納税による特別区民税への影響が

年々大きくなっており、令和元年度の影響額は特別区全体で３９１億円、豊島区でも令和

元年度は１２億円、２年度は１６億円の減収が見込まれています。 

 通常の自治体であれば、他自治体への寄附により減収となった場合、地方交付税により

減収分が補填される仕組みとなっていますが、２３区は地方交付税の不交付団体のため、 

減収分の補填はなく税収が純減となっています。 

特別区の影響額（消費税 10%が平準化した際の試算） 

平成 31年 2月時点の特別区長会事務局の試算 
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　○消費税引き上げ分の社会保障財源化

「福祉」「健康・保健」「子育て」分野における令和２年度新規拡充事業費

（単位：億円）

区分 2新拡事業数 事業費 一般財源

福祉 26 1.6 0.8

健康・保健 18 2.4 2.0

子育て 29 7.8 3.9

合　　計 73 11.9 6.8

　消費税率５％からの引き上げ分に伴う増収分は、全額を社会保障に充当することとされて
おり、豊島区では、福祉費、子ども家庭費、衛生費及び特別会計繰出金の全般に充
当しています。そのうち、「福祉」「健康・保健」「子育て」分野における令和２年度単年度の新
規拡充事業費は、１１．９億円（一般財源額６．８億円）を占めています。

 

 

社会保障費（人件費・投資的経費を除く） 単位：億円

事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源

社会保障費 434.5 216.4 583.9 281.4 149.4 65.0

地方消費税引上分 － 34.0 34.0

社会保障費の伸び

消費税引き上げに伴う増収分を充てている福祉費、子ども家庭費、衛生費の事業費全般
及び特別会計繰出金について、人件費と投資的経費を除いた事業費の一般財源額ベー
スで、消費税増税前の平成２５年度予算と令和２年度予算を比較します。

平成25年度当初予算 令和２年度当初予算 増減

○消費税引き上げに伴う増収分以上に、社会保障費の区の負担は増えています。

社会保障費の伸び　６５.０億円　＞　消費税交付金増収分　３４．０億円
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７   基金と起債の残高 
 

令和２年度の特別区債発行額は５０億４７百万円で、対前年度比７７億５２百万円の減とな

りました。起債依存度は前年度より４．６ポイントマイナスの３．９％となっています。 

２年度末の特別区債残高は、元年度末残高見込み２８３億円よりも２５億円の増となる、 

３０８億円と見込んでいます。起債等残高は、平成１１年度をピークに１４年連続で縮減し

たあと、２７年度決算では２０８億円まで削減することができましたが、学校改築などの社会基

盤施設が更新期を迎えたことや、２０２０年のオリンピック開催を見据えた都市基盤再整備の

投資を加速させることから、今後は３００億円台で推移すると見込んでおり、計画的な財政運

営が求められます。 

※ 起債依存度とは歳入総額に占める特別区債の割合です。 

当初予算における特別区債と起債依存度の推移（平成 11年度～）

年度末起債等残高の推移（平成 11年度～） 
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豊島区（一般会計）には１６の基金があります。基金は、需要が集中する時には取り崩す

ことで年度間の均衡を図るもので、歳入の多い時には積立をして基金の補充を行う必要が

あります。 

令和元年度の補正６号予算において、一般財源歳入と財政調整基金から取り崩す２４

億円を原資に、改築や大規模改修といった施策への充当を目的に、基金へ２６億円の

積立を予定しています。これは将来の改築改修需要等に備え、計画的に基金と起債を活

用することで、改築改修経費の増減に影響されずに、安定的で継続的な財政運営が行え

るよう目指したものです。その内訳は、一般施設の改築改修に充てる公共施設再構築基

金に６億円、学校施設の改築改修費用に充てる義務教育施設整備基金に１７億円、特別

養護老人ホームや保育園など福祉施設の建築等への補助に充てる保健福祉基盤整備支

援基金に３億円です。 

この結果元年度末の基金残高は、財政調整基金が１６４億円、基金合計で３６７億

円に達します。 

なお、豊島区では前年度の決算純剰余金を財政調整基金に全額直接編入していま

す。例年では２５億円程度の純剰余金が計上されており、純剰余金編入後の２年度末残

高見込は財政調整基金で１９０億円、基金合計では３７１億円となる見込みです。 

 

基金残高表　（２年度末見込は前年度剰余金を25億円として算入）
（単位：億円）

剰余金

25億算入

平成30決算
令和元

決算見込
２年度末

見込

積立 17 4 1

剰余 26 20 25

取崩 △ 105 △ 6

残高 145 164 190

積立 2 0 0
取崩 △ 3 △ 8 0
残高 9 1 1

積立 24 17 6
取崩 △ 12 △ 20 △ 13
残高 54 52 45

積立 69 43 6
取崩 △ 13 △ 119 △ 11
残高 156 80 75

積立 174 94 49

取崩 △ 149 △ 172 △ 45

残高 445 367 371

義務教育施設
整備基金

公共施設
再構築基金

基　金　計

財政調整基金

文化振興基金
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基金残高と起債等残高の推移（起債ピークの平成 11 年度から）

23 区の貯金と借金（平成 30 年度決算）  

 

貯金と借金の差額（基金残高と起債残高の差額）は、平成１１年度末で８３６億円の

借金超過の状態でしたが、その後の財政健全化により、２５年度末には１８億円の貯金超

過へと２３年ぶりに転換しました。その後、２６年度末に新庁舎保留床等購入経費の財

源として一時的に基金１３６億円を活用したため、借金超過の状態へと戻りましたが、旧庁

舎跡地一括前払い地代の歳入の大半である１８３億円を基金に積み戻すことにより、２７

年度末には１４６億円の貯金超過へと大きく改善しました。 

その後、豊島区の成長・発展に向けた将来への投資に起債や基金を充当していきなが

らも、令和２年度末見込みにおいては、６３億円の貯金超過と、６年連続で「貯金」が「借

金」を上回り、区の財政は、健全性を堅持していきます。 

今後予定されている投資事業においても、起債と基金を計画的かつ有効に活用していく

ことになりますが、安定的な財政運営を行っていくためには、起債が過度に大きくならない

ようにし、かつ基金残高を一定程度確保するよう、計画的に積み立てしていきます。 

63 

起債等残高には、22 年度に完済した土地開発公社返還金等を含む。また元見込は令和２年１月末現在の見込。 

※２見込の基金残高は、前年度純剰余金を 25 億円として含んでいる 

起債等残高 
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８   財政調整能力の向上に向けて 
 

 

「入りを量りて出ずるを制す」こと、つまり、いわゆる「身の丈」に合った財政運営こそ

が健全財政の基本です。 

平成２５年度予算と比較した場合、豊島区の歳入環境は大きく改善し、令和２年度は一

般財源歳入（税・交付金など使途の決まっていない歳入）が１３１億２５百万円も伸びていま

す。二大財源である特別区税及び財政調整交付金は、ふるさと納税制度、法人住民税の

一部国税化、さらには地方消費税交付金の清算基準の見直しにより貴重な財源が失われ

つつあるものの、昨今の景気拡大基調により、令和２年度歳入予算合計額は前年度比９億

１５百万円増の６６０億４３百万円と、過去最大であった令和元年度の６５１億２８百万円を超

えるほどの伸びとなりました。これにより令和２年度予算は、７年連続で財政調整基金を取

り崩さずに編成することができ、今後の安定的な財政運営のため、景気の変動に耐えうる

財政調整能力を維持できる見通しが立ちました。 

２年度当初予算編成にあたっても、複数年度にわたる計画性を持った財政運営となるよ

うに、６年度までの大枠の予算の検討も並行して行ってきました。今後も、事業効果の検証

や執行方法の効率化など不断の見直しに努めるとともに将来の行政需要への備えとして、

各種基金へ計画的に積み立てを行うことで、より強固な財政基盤の確立を目指していきま

す。 

 

 

当初予算における財源対策の推移（平成 11 年度～） 
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９   豊島区の財政規律 
        ～持続可能な財政運営の構築～ 

目標：１２０億円以上 目標：バランスの維持
（数年間景気悪化に耐える）

H30年度決算

　　 ８１．２％ １４５億円

（本数値は決算値で検証）

１９０億円

※「経常収支比率」は、財政構造の弾力性を示す指標で、一般的に80％以下が適正水準とされています。

目標：１０％以下

H30年度末実績

H30年度決算 範囲外 【2割は143億円】 H30年度決算

Ａ（780.7億）＞Ｂ（713.6億） ２０．３％ ５．３％
R2年度末見込

R２年度予算 範囲内 【2割は148億円】 R2年度予算

Ａ（715.4億）＜Ｂ（716.3億） ２６．５％ ４．２％

※「標準財政規模」のR2年度数値は現時点の試算数値（716.3億円）

「基本計画による目標」
　豊島区の成長・発展に向けた文化と賑わいのあるまちづくりのための投資や、子育て
しやすい・女性にやさしいまちづくりなど、豊島区の価値を高める施策を積極的に推進
しつつ、財政の健全性を維持・両立するために、豊島区では「豊島区基本計画2016-
2025」「未来戦略推進プラン2020」において、下記の３つの財政規律を立て、予算・決
算において検証を進めてきました。

「オルタナティブルール（もう一つのルール）」
　令和元年は旧庁舎地区「Ｈａrｅｚａ池袋」に新ホール・区民センターがオープン、２年
のオリンピック・パラリンピック開催に合わせ、一層の賑わいが生まれるよう、投資的経
費がピークを迎えます。しかし、将来を見通した健全な財政運営があってこそ安心して
投資的経費を投入してまちづくりができます。
　元年度の投資的経費のピークに合わせ計画的な財政運営を行い、将来世代への過
度な負担が生まれないよう、下記の３つの財政規律（オルタナティブルール）を
作成しました。

目標：「Ａ投資的経費を除く歳出
に必要な一般財源」は「Ｂ標準

財政規模」で賄う
（公債費比率：標準財政規模に占め

　　　　　　　る公債費一般財源額）

目標：「標準財政規模」
の2割以上

目標：70～80％の維持

H30年度末実績

R２年度末見込

H30年度末実績

R２年度末見込

　貯金が２１５億円超過

　貯金が６３億円超過

①経常収支比率 ②財政調整基金残高
③バランスのとれた

貯金と借金

①「身の丈」の運営 ②財政調整基金残高 ③公債費比率
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10   「としま新時代」の実現に向けた計画的な取り組み 

 
 

令和元年度には、「としま新時代」の幕開けを推進する「Hareza 池袋」など２３のまちづ

くり記念事業の竣工が集中したため、投資的経費のピークを迎えましたが、今後も計画的

な学校改築、市街地再開発や不燃化特区推進事業など、災害に強く安全安心でより豊島

区の価値を高めるまちづくりなど、投資的経費が高い水準で推移することが見込まれてい

ます。 

２年度当初予算については、保育所誘致、防災まちづくり事業、学校改築など、喫緊

の区民需要に的確に応えていく一方、公共施設の大規模改修、橋梁の架け替えや耐震

化など、社会基盤施設の整備・更新も着実に進めていく予算となりました。 

今後も、魅力と賑わいを創出し、まちのさらなる活性化、豊島区のブランド力向上を図る

ためには、引き続き、国や都の補助金を着実に確保し、起債の有効な活用により財源を調

達するとともに、各種基金への計画的な積み立てにより、高水準で推移する投資的経費へ

備えていきます。 
 

 

 

投資的経費への対応 

（単位：億円）

２予算 元予算 増減 ２年度投資的経費への対応（カッコ内は前年度比）

投資的経費 164 403 △ 239

事業費 866 871 △ 5
　将来の投資的経費のため
　元年度６号補正で２６億円を積み立て済み

人件費 252 224 28

特定財源 526 738 △ 212
 投資的経費への国都補助金等　40 (△21)
 投資的経費への起債発行　  　50(△78)
 投資的経費への基金繰入金　29(△133)

一般財源 757 760 △ 3  投資的経費への一般財源　      45(△７)

歳入

歳出

 
注：四捨五入により、計と内訳の合計が一致しない場合がある。 
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単位 億円
２年度
(2020)
予算

３年度
(2021)
見通し

４年度
(2022)
見通し

５年度
(2023)
見通し

６年度
(2024)
見通し

５年度計

164 255 221 158 220 1,018

特養大規模改修 0 3 4 2 0 9

高齢者福祉基盤 0 0 0 0 0 0

保健所の仮移転 3 3 3 3 1 14

⾧崎健康相談所の改築 9 8 14 0 0 31

保育所誘致関係 7 7 7 7 7 33

市街地再開発事業 17 111 61 55 142 386

居住環境総合整備事業 5 9 1 1 1 16

特定整備路線沿道不燃化促進事業 3 4 6 2 2 17

不燃化特区推進事業 13 0 0 0 0 13

狭あい道路拡幅整備事業 6 6 6 6 6 29

都市計画道路整備事業 0 2 1 1 2 6

 区道の整備事業（旧庁舎周辺・無電柱化除く） 5 2 3 3 1 14

旧庁舎周辺区道 3 1 2 1 2 9

橋梁の⾧寿命化修繕等整備事業 9 18 11 8 4 50

４公園整備事業 18 12 8 0 0 38

その他公園整備 1 9 10 1 1 23

無電柱化事業 3 8 5 4 4 25

学校改築 16 16 35 18 15 100

学校トイレ・教室改修 3 2 2 2 2 10

その他施設建設事業 25 17 21 24 19 105

大規模改修 19 19 22 19 14 94

注 四捨五入により、計と内訳の合計が一致しない場合がある。

単位 億円
２年度
(2020)
予算

３年度
(2021)
見通し

４年度
(2022)
見通し

５年度
(2023)
見通し

６年度
(2024)
見通し

５年度計

164 255 221 158 220 1,018

120 172 162 101 137 692

国庫・都支出金等 40 99 62 47 101 348

起債 50 44 55 27 22 198

基金繰入金 29 29 45 27 15 145

45 84 59 57 93 327

注 四捨五入により、計と内訳の合計が一致しない場合がある。

特定財源

一般財源

当面する５か年の投資的経費の概算想定

事項

投資的経費 合計

財源内訳の想定

事項

投資的経費 合計
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11  ６年度（2024）までの予算の大枠 
 

令和元年度には、豊島区が目指す「国際アート・カルチャー都市」のシンボルとな

る、芸術文化劇場・新区民センターなど２３のまちづくり記念事業の竣工が集中し、投資

的経費はピークを迎えましたが、今後も学校改築、市街地再開発事業など、多くの投資事

業が進むことから、投資的経費は高い水準で推移することが見込まれます。投資的経費の

増大については、基金や起債の積極的かつ有効な活用により、一般行政経費へのしわ寄

せとならないように計画的な対応を図りました。 

今後とも手綱を緩めることなく、行財政改革に取り組むことで、持続的な財政運営を堅持

していきます。 

 

単位：億円

予算の大枠 ２予算 ３見通し ４見通し ５見通し ６見通し ５年計

1,283 1,382 1,355 1,297 1,370 6,687

一般財源 757 794 775 776 807 3,909

特別区民税 309 312 315 318 321 1,575

消費税交付金 78 72 72 72 72 366

特別区交付金 318 324 330 333 332 1,637

財調基金繰入 0 33 5 3 29 70

その他 52 53 53 50 53 261

特定財源 526 588 580 521 563 2,778

一般事業分 406 416 418 420 426 2,086

投資事業分 120 172 162 101 137 692

1,283 1,382 1,355 1,297 1,370 6,687

義務的経費 676 681 683 684 690 3,414

人件費 252 252 252 252 252 1,260

扶助費 397 399 401 403 405 2,005

公債費 27 30 30 29 33 149

一般行政経費 443 446 451 455 460 2,255

基金積立金 12 11 13 14 16 66

その他一般事業 431 435 438 441 444 2,189

投資的経費 164 255 221 158 220 1,018

歳出

歳入
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基金と起債の計画

【主な基金の積立・繰入計画】

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

積立 4 1 1 1 1 1
決算剰余金 20 25 25 25 25 25

取崩 △ 6 0 △ 33 △ 5 △ 3 △ 29

残高 164 190 182 203 226 223

積立 43 6 6 6 6 6

取崩 △ 119 △ 11 △ 9 △ 13 △ 10 △ 5

残高 80 75 73 66 62 64

積立 17 6 6 6 6 6

取崩 △ 20 △ 13 △ 14 △ 23 △ 10 △ 7

残高 52 45 38 21 17 16

積立 10 11 13 15 16 18

取崩 △ 27 △ 21 △ 7 △ 10 △ 8 △ 4

残高 71 61 66 71 80 92

積立 74 24 26 28 29 31
決算剰余金 20 25 25 25 25 25

取崩 △ 172 △ 45 △ 63 △ 51 △ 31 △ 45

基金残高 367 371 359 361 385 395

※　元年度の数値は、元年度補正６号予算までを反映した数値です。

※　決算剰余金積立（財調基金への直接編入）は25億円を見込んでいます。

※　介護会計の介護保険給付費準備基金は含んでいません。

（単位：億円）

区分

財政調整基金

特
定
目
的
基
金

公共施設再構築基金

義務教育施設整備基金

その他

合計

 

 

【起債残高】

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

77 50 44 55 27 22

△ 25 △ 25 △ 28 △ 28 △ 26 △ 30

283 308 324 351 352 344

【基金残高と起債残高の差】

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

367 371 359 361 385 395

283 308 324 351 352 344

84 63 35 10 33 51

（単位：億円）

区　分

発　行

差

起債償還

起債残高

（単位：億円）

区　分

基金残高

起債残高
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２年度当初予算と元年度当初予算の比較
（単位：百万円）

　一般財源 75,703 76,004 △ 301 △0.4%

34,243 33,428 815 2.4% 特別区民税928、特別区たばこ税△121

450 424 26 6.1%
自動車重量譲与税交付金28
地方揮発油譲与税交付金△15

759 750 9 1.2%
配当割交付金±0、利子割交付金９、
株式等譲渡所得割交付金±0

7,755 6,004 1,751 29.2% 交付月数11か月→13か月

31,800 31,700 100 0.3%

うち普通交付金 30,300 30,200 100 0.3% 普通交付金100、特別交付金±0

696 3,698 △ 3,002 △81.2% 財産収入（池袋保健所跡地売却益）△3,000

0 0 0 -

　特定財源 52,591 73,834 △ 21,243 △28.8%
繰入金12,754（公共施設再構築基金△10,863、保健福祉基盤△
837、文化振興基金△792　等）
特別区債△7,752、国庫支出金△132、都支出金509

義務的経費充当 30,644 28,363 2,281 8.0%

3,908 3,651 257 7.0% 事務処理特例交付金128

1,373 686 687 100.2% 減債基金繰入687

25,364 24,026 1,338 5.6%
私立保育所委託863、障害者自立支援△２、
生活保護費△116

11,985 35,157 △ 23,172 △65.9%

9,961 10,314 △ 353 △3.4%

128,293 149,838 △ 21,545 △14.4%

　義務的経費 67,562 63,152 4,410 7.0%

25,208 22,381 2,827 12.6%
職員人件費68〔職員給与・共済費△222、退職手当290〕　　会計
年度任用職員4,323

2,701 2,703 △ 2 △0.1% 元金36（うち満期一括債239)、利子△22

39,653 38,067 1,585 4.2%
私立保育所委託836、障害者自立支援△13、
生活保護費△117

16,441 40,307 △ 23,866 △59.2%

区民センター改築△6,063、新ホール整備△8,393、池袋西口公
園整備△2,642、造幣局地区防災公園街区整備△1,827
【学校改築△2,226 （巣鴨北中改築△3,472、池袋第一小改築
1,217、千川中改築29）】
【市街地再開発535（東池袋一丁目404、四丁目2番街62、南池
袋二丁目Ｃ地区68）】

　一般行政経費 44,291 46,379 △ 2,089 △4.5% 0.0%

うち基金積立金 1,189 3,777 △ 2,588 △68.5% 公共施設再構築基金△3,030

10,477 10,761 △ 284 △2.6% 国保会計△428、後期高齢者会計△103、介護会計246

128,293 149,838 △ 21,545 △14.4%

うち特別会計繰出金

合　　計

公債費充当

扶助費充当

投資的経費充当

一般行政経費充当

合　　計

歳

出

人件費

公債費

扶助費

　投資的経費

歳

入

特別区税

地方譲与税

利子割交付金・配当割交付金・株

式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

特別区財政調整交付金

その他の一般財源

うち財政調整基金繰入金

人件費充当

区　　分
２年度

当初予算Ａ
元年度

当初予算Ｂ
前年度との比較

A－B
主な増減要因・増減額等
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①　令和２年度　当初予算 財政規模

区　　　　　　　　　　　　　　　　分 令 和 ２ 年 度 構 成 比

特 別 区 税 34,242,831 26.7

自 動 車 重 量 譲 与 税 交 付 金 319,000 0.2

1. 地 方 揮 発 油 譲 与 税 交 付 金 108,000 0.1

利 子 割 交 付 金 109,000 0.1

配 当 割 交 付 金 350,000 0.3

歳 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 300,000 0.2

地 方 消 費 税 交 付 金 7,755,000 6.0

環 境 性 能 割 交 付 金 74,000 0.1

地 方 特 例 交 付 金 136,000 0.1

特 別 区 交 付 金 31,800,000 24.8

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 24,000 0.0

入 財 産 収 入 （ 貸 付 料 ・ 売 払 収 入 ） 294,774 0.2

繰 入 金 4,481,760 3.5

繰 越 金 1 0.0

国 ・ 都 支 出 金 34,980,891 27.3

特 別 区 債 5,046,500 3.9

そ の 他 一 般 財 源 ・ 特 定 財 源 8,271,471 6.4

計 128,293,228 100.0

歳 人 件 費 25,208,304 19.6

事 業 費 86,644,264 67.5

出 投 資 的 経 費 16,440,660 12.8

計 128,293,228 100.0

2. 国 民 健 康 保 険 事 業 会 計 28,973,863

3. 後 期 高 齢 者 医 療 事 業 会 計 6,355,222

4. 介 護 保 険 事 業 会 計 22,317,804

合　　　　　　　　　　　　　計 185,940,117

一

般

会

計
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令 和 元 年 度 構 成 比

33,428,170 22.3 814,661 2.4

291,000 0.2 28,000 9.6

123,000 0.1 △ 15,000 △ 12.2

100,000 0.1 9,000 9.0

350,000 0.2 0.0

300,000 0.2 0.0

6,004,000 4.0 1,751,000 29.2

37,000 0.0 37,000 100.0

107,000 0.1 29,000 27.1

31,700,000 21.2 100,000 0.3

24,000 0.0 0.0

3,207,925 2.1 △ 2,913,151 △ 90.8

17,236,123 11.5 △ 12,754,363 △ 74.0

1 0.0 0.0

34,604,367 23.1 376,524 1.1

12,798,000 8.5 △ 7,751,500 △ 60.6

9,527,277 6.4 △ 1,255,806 △ 13.2

149,837,863 100.0 △ 21,544,635 △ 14.4

22,380,874 14.9 2,827,430 12.6

87,150,274 58.2 △ 506,010 △ 0.6

40,306,715 26.9 △ 23,866,055 △ 59.2

149,837,863 100.0 △ 21,544,635 △ 14.4

30,450,852 △ 1,476,989 △ 4.9

6,307,090 48,132 0.8

21,255,680 1,062,124 5.0

207,851,485 △ 21,911,368 △ 10.5

単位：千円

伸　　　率増　(　△　)　減
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②　令和２年度　一般会計当初予算 歳出財源別・経費別　前年度比較

予　　　　　算　　　　　額 　　財

款 特

令和２年度 構成比％ 令和元年度 構成比％ 増 (△) 減 伸 率 ％ 令和２年度 構成％

議 会 費 686,252 0.5 701,145 0.5 △ 14,893 △ 2.1 14,971 0.0

政 策 経 営 費 3,916,997 3.1 5,922,225 4.0 △ 2,005,228 △ 33.9 221,194 0.4

総 務 費 7,918,078 6.2 7,379,646 4.9 538,432 7.3 473,484 0.9

区 民 費 11,915,944 9.3 11,489,193 7.7 426,751 3.7 3,597,802 6.8

文 化 商 工 費 6,058,109 4.7 21,469,607 14.3 △ 15,411,498 △ 71.8 631,325 1.2

環 境 清 掃 費 4,543,592 3.5 4,530,061 3.0 13,531 0.3 729,812 1.4

福 祉 費 29,575,847 23.1 30,140,564 20.1 △ 564,717 △ 1.9 16,662,382 31.7

衛 生 費 4,745,084 3.7 4,386,225 2.9 358,859 8.2 1,575,661 3.0

子 ど も家 庭費 28,889,002 22.5 27,994,643 18.7 894,359 3.2 14,028,846 26.7

都 市 整 備 費 17,199,406 13.4 21,141,855 14.1 △ 3,942,449 △ 18.6 9,518,065 18.1

教 育 費 9,944,006 7.8 11,779,410 7.9 △ 1,835,404 △ 15.6 3,764,244 7.2

公 債 費 2,700,911 2.1 2,703,289 1.8 △ 2,378 △ 0.1 1,372,752 2.6

予 備 費 200,000 0.2 200,000 0.1 0 0.0 0

歳 出 合 計 128,293,228 100.0 149,837,863 100.0 △ 21,544,635 △ 14.4 52,590,538 100.0

経

款 人　　　　　件　　　　　費 事

令和２年度 構成％ 令和元年度 構成％ 増 (△) 減 伸 率 ％ 令和２年度 構成％

議 会 費 633,497 2.5 639,263 2.9 △ 5,766 △ 0.9 52,755 0.1

政 策 経 営 費 747,899 3.0 754,526 3.4 △ 6,627 △ 0.9 3,169,098 3.7

総 務 費 5,305,016 21.0 4,423,019 19.8 881,997 19.9 2,599,244 3.0

区 民 費 2,308,184 9.2 1,900,012 8.5 408,172 21.5 9,324,485 10.8

文 化 商 工 費 1,287,536 5.1 963,227 4.3 324,309 33.7 4,628,149 5.3

環 境 清 掃 費 1,384,503 5.5 1,364,800 6.1 19,703 1.4 3,158,402 3.6

福 祉 費 2,048,767 8.1 2,045,025 9.1 3,742 0.2 27,432,235 31.7

衛 生 費 1,026,768 4.1 1,057,928 4.7 △ 31,160 △ 2.9 3,082,595 3.6

子 ど も家 庭費 5,952,517 23.6 5,414,483 24.2 538,034 9.9 21,178,532 24.4

都 市 整 備 費 1,787,219 7.1 1,725,001 7.7 62,218 3.6 5,212,429 6.0

教 育 費 2,726,398 10.8 2,093,590 9.4 632,808 30.2 3,905,429 4.5

公 債 費 2,700,911 3.1

予 備 費 200,000 0.2

歳 出 合 計 25,208,304 100.0 22,380,874 100.0 2,827,430 12.6 86,644,264 100.0  
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単位:千円

源　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別

定　　　　財　　　　源 一　　　　　般　　　　　財　　　　　源

令和元年度 構成％ 増 (△) 減 伸 率 ％ 令和２年度 構成％ 令和元年度 構成％

15,960 0.0 △ 989 △ 6.2 671,281 0.9 685,185 0.9 △ 13,904 △ 2.0

248,518 0.3 △ 27,324 △ 11.0 3,695,803 4.9 5,673,707 7.5 △ 1,977,904 △ 34.9

570,312 0.8 △ 96,828 △ 17.0 7,444,594 9.8 6,809,334 9.0 635,260 9.3

3,103,234 4.2 494,568 15.9 8,318,142 11.0 8,385,959 11.0 △ 67,817 △ 0.8

15,956,915 21.6 △ 15,325,590 △ 96.0 5,426,784 7.2 5,512,692 7.3 △ 85,908 △ 1.6

864,528 1.2 △ 134,716 △ 15.6 3,813,780 5.0 3,665,533 4.8 148,247 4.0

17,496,543 23.7 △ 834,161 △ 4.8 12,913,465 17.1 12,644,021 16.6 269,444 2.1

1,339,836 1.8 235,825 17.6 3,169,423 4.2 3,046,389 4.0 123,034 4.0

13,616,495 18.4 412,351 3.0 14,860,156 19.6 14,378,148 18.9 482,008 3.4

13,801,435 18.7 △ 4,283,370 △ 31.0 7,681,341 10.1 7,340,420 9.7 340,921 4.6

6,134,624 8.3 △ 2,370,380 △ 38.6 6,179,762 8.2 5,644,786 7.4 534,976 9.5

685,602 0.9 687,150 100.2 1,328,159 1.8 2,017,687 2.7 △ 689,528 △ 34.2

200,000 0.3 200,000 0.3 0 0.0

73,834,002 100.0 △ 21,243,464 △ 28.8 75,702,690 100.0 76,003,861 100.0 △ 301,171 △ 0.4

費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別

業　　　　　　　費 投　　　資　　　的　　　経　　　費

令和元年度 構成％ 増 (△) 減 伸 率 ％ 令和２年度 構成％ 令和元年度 構成％

61,882 0.1 △ 9,127 △ 14.7

5,153,272 5.9 △ 1,984,174 △ 38.5 14,427 0.0 △ 14,427 皆減

2,836,956 3.3 △ 237,712 △ 8.4 13,818 0.1 119,671 0.3 △ 105,853 △ 88.5

9,404,486 10.8 △ 80,001 △ 0.9 283,275 1.7 184,695 0.5 98,580 53.4

4,900,781 5.6 △ 272,632 △ 5.6 142,424 0.9 15,605,599 38.7 △ 15,463,175 △ 99.1

3,048,237 3.5 110,165 3.6 687 0.0 117,024 0.3 △ 116,337 △ 99.4

27,069,268 31.1 362,967 1.3 94,845 0.6 1,026,271 2.5 △ 931,426 △ 90.8

2,931,218 3.4 151,377 5.2 635,721 3.9 397,079 1.0 238,642 60.1

20,090,623 23.1 1,087,909 5.4 1,757,953 10.7 2,489,537 6.2 △ 731,584 △ 29.4

4,722,482 5.4 489,947 10.4 10,199,758 62.0 14,694,372 36.5 △ 4,494,614 △ 30.6

4,027,780 4.6 △ 122,351 △ 3.0 3,312,179 20.1 5,658,040 14.0 △ 2,345,861 △ 41.5

2,703,289 3.1 △ 2,378 △ 0.1

200,000 0.2 0 0.0

87,150,274 100.0 △ 506,010 △ 0.6 16,440,660 100.0 40,306,715 100.0 △ 23,866,055 △ 59.2

増 (△) 減 伸 率 ％

増 (△) 減 伸 率 ％
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③　一般会計予算 財源別予算額の推移

当初予算額

年度 特定財源

伸び率 伸び率 構成比 伸び率 構成比

千円 千円 千円

平．元 73,554,896 10.2% 19,786,889 14.3% 26.9% 53,768,007 8.7% 73.1%

2 79,507,272 8.1% 20,248,352 2.3% 25.5% 59,258,920 10.2% 74.5%

3 92,038,534 15.8% 24,326,524 20.1% 26.4% 67,712,010 14.3% 73.6%

4 103,193,018 12.1% 28,496,729 17.1% 27.6% 74,696,289 10.3% 72.4%

5 104,465,045 1.2% 29,036,700 1.9% 27.8% 75,428,345 1.0% 72.2%

6 91,952,809 -12.0% 28,322,705 -2.5% 30.8% 63,630,104 -15.6% 69.2%

7 96,377,760 4.8% 31,075,113 9.7% 32.2% 65,302,647 2.6% 67.8%

8 93,856,317 -2.6% 30,012,742 -3.4% 32.0% 63,843,575 -2.2% 68.0%

9 93,253,015 -0.6% 30,629,238 2.1% 32.8% 62,623,777 -1.9% 67.2%

10 103,029,744 10.5% 40,871,013 33.4% 39.7% 62,158,731 -0.7% 60.3%

11 98,415,301 -4.5% 36,690,735 -10.2% 37.3% 61,724,566 -0.7% 62.7%

12 96,879,702 -1.6% 32,215,368 -12.2% 33.3% 64,664,334 4.8% 66.7%

13 94,608,850 -2.3% 30,940,691 -4.0% 32.7% 63,668,159 -1.5% 67.3%

14 90,668,620 -4.2% 27,236,452 -12.0% 30.0% 63,432,168 -0.4% 70.0%

15 88,883,855 -2.0% 27,963,874 2.7% 31.5% 60,919,981 -4.0% 68.5%

16 87,893,458 -1.1% 26,444,360 -5.4% 30.1% 61,449,098 0.9% 69.9%

17 86,475,726 -1.6% 26,545,224 0.4% 30.7% 59,930,502 -2.5% 69.3%

18 86,131,996 -0.4% 24,012,970 -9.5% 27.9% 62,119,026 3.7% 72.1%

19 89,453,838 3.9% 25,265,771 5.2% 28.2% 64,188,067 3.3% 71.8%

20 89,578,128 0.1% 23,569,874 -6.7% 26.3% 66,008,254 2.8% 73.7%

21 89,289,439 -0.3% 25,929,331 10.0% 29.0% 63,360,108 -4.0% 71.0%

22 95,954,801 7.5% 33,004,525 27.3% 34.4% 62,950,276 -0.6% 65.6%

23 102,989,142 7.3% 40,073,632 21.4% 38.9% 62,915,510 -0.1% 61.1%

24 99,190,813 -3.7% 36,098,637 -9.9% 36.4% 63,092,176 0.3% 63.6%

25 102,248,381 3.1% 39,670,514 9.9% 38.8% 62,577,867 -0.8% 61.2%

26 108,086,167 5.7% 41,484,124 4.6% 38.4% 66,602,043 6.4% 61.6%

27 111,395,999 3.1% 42,783,993 3.1% 38.4% 68,612,006 3.0% 61.6%

28 121,807,691 9.3% 51,901,916 21.3% 42.6% 69,905,775 1.9% 57.4%

29 116,700,706 -4.2% 47,189,034 -9.1% 40.4% 69,511,672 -0.6% 59.6%

30 124,649,195 6.8% 53,931,753 14.3% 43.3% 70,717,442 1.7% 56.7%

令．元 149,837,863 20.2% 73,834,002 36.9% 49.3% 76,003,861 7.5% 50.7%

2 128,293,228 -14.4% 52,590,538 -28.8% 41.0% 75,702,690 -0.4% 59.0%

一般財源

財源内訳
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④　予算総額の推移

年度 合計

伸び率 伸び率 伸び率 伸び率 伸び率 伸び率 伸び率

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平．元 73,554,896 10.2% 14,426,031 1.1% 13,784,945 6.4% 101,765,872 8.3%

2 79,507,272 8.1% 14,316,469 -0.8% 14,320,407 3.9% 5,680 108,149,828 6.3%

3 92,038,534 15.8% 14,248,365 -0.5% 15,256,036 6.5% 5,681 0.0% 121,548,616 12.4%

4 103,193,018 12.1% 14,673,199 3.0% 15,857,543 3.9% 5,719 0.7% 133,729,479 10.0%

5 104,465,045 1.2% 15,282,427 4.2% 16,255,866 2.5% 5,741 0.4% 136,009,079 1.7%

6 91,952,809 -12.0% 16,157,592 5.7% 17,546,018 7.9% 5,711 -0.5% 125,662,130 -7.6%

7 96,377,760 4.8% 16,664,539 3.1% 18,852,415 7.4% 5,712 0.0% 131,900,426 5.0%

8 93,856,317 -2.6% 17,364,180 4.2% 19,360,893 2.7% 5,688 -0.4% 130,587,078 -1.0%

9 93,253,015 -0.6% 17,979,364 3.5% 20,835,695 7.6% 5,688 0.0% 132,073,762 1.1%

10 103,029,744 10.5% 18,073,975 0.5% 21,823,768 4.7% 5,688 0.0% 142,933,175 8.2%

11 98,415,301 -4.5% 18,603,251 2.9% 20,994,246 -3.8% 5,686 0.0% 138,018,484 -3.4%

12 96,879,702 -1.6% 20,124,802 8.2% 20,640,338 -1.7% 9,173,354 5,682 -0.1% 146,823,878 6.4%

13 94,608,850 -2.3% 21,079,575 4.7% 22,648,285 9.7% 8,911,447 -2.9% 5,692 0.2% 147,253,849 0.3%

14 90,668,620 -4.2% 21,475,852 1.9% 23,435,060 3.5% 9,252,613 3.8% 5,706 0.2% 144,837,851 -1.6%

15 88,883,855 -2.0% 23,544,460 9.6% 19,165,400 -18.2% 10,624,015 14.8% 40,680 612.9% 142,258,410 -1.8%

16 87,893,458 -1.1% 23,501,199 -0.2% 21,255,467 10.9% 12,104,481 13.9% 5,681 -86.0% 144,760,286 1.8%

17 86,475,726 -1.6% 24,711,755 5.2% 19,729,149 -7.2% 13,449,762 11.1% 5,681 0.0% 144,372,073 -0.3%

18 86,131,996 -0.4% 24,805,246 0.4% 20,348,929 3.1% 13,210,317 -1.8% 5,688 0.1% 144,502,176 0.1%

19 89,453,838 3.9% 28,351,458 14.3% 19,032,594 -6.5% 13,819,338 4.6% 5,740 0.9% 150,662,968 4.3%

20 89,578,128 0.1% 28,999,522 2.3% 2,475,067 -87.0% 4,634,708 13,952,987 1.0% 5,740 0.0% 139,646,152 -7.3%

21 89,289,439 -0.3% 28,857,047 -0.5% 39,496 -98.4% 4,803,881 3.7% 14,330,938 2.7% 5,740 0.0% 137,326,541 -1.7%

22 95,954,801 7.5% 27,250,353 -5.6% 5,902 -85.1% 5,013,628 4.4% 14,800,930 3.3% 5,740 0.0% 143,031,354 4.2%

23 102,989,142 7.3% 28,337,041 4.0% - 皆減 5,057,718 0.9% 15,395,647 4.0% - 皆減 151,779,548 6.1%

24 99,190,813 -3.7% 29,172,561 2.9% - - 5,432,178 7.4% 16,803,615 9.1% - - 150,599,167 -0.8%

25 102,248,381 3.1% 29,764,186 2.0% - - 5,444,891 0.2% 17,510,746 4.2% - - 154,968,204 2.9%

26 108,086,167 5.7% 30,185,745 1.4% - - 5,610,483 3.0% 18,507,607 5.7% - - 162,390,002 4.8%

27 111,395,999 3.1% 35,967,780 19.2% - - 5,781,026 3.0% 19,353,628 4.6% - - 172,498,433 6.2%

28 121,807,691 9.3% 36,873,521 2.5% - - 5,799,373 0.3% 20,106,273 3.9% - - 184,586,858 7.0%

29 116,700,706 -4.2% 37,322,656 1.2% - - 5,976,805 3.1% 21,508,384 7.0% - - 181,508,551 -1.7%

30 124,649,195 6.8% 32,308,616 -13.4% - - 6,141,205 2.8% 20,281,275 -5.7% - - 183,380,291 1.0%

令．元 149,837,863 20.2% 30,450,852 -5.8% - - 6,307,090 2.7% 21,255,680 4.8% - - 207,851,485 13.3%

2 128,293,228 -14.4% 28,973,863 -4.9% - - 6,355,222 0.8% 22,317,804 5.0% - - 185,940,117 -10.5%

介護保険
事業会計

従前居住者
対策会計

一般会計
国民健康保険

事業会計
老人保健
医療会計

後期高齢者
医療事業会計
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⑤ 令和２年度 都区財政調整について 

 

令和２年度 都区財政調整方針 

 
令和２年度の都区財政調整については、下記により行うものとする。 

 

記 

 

第一 都区間の配分割合の変更 

都区財政調整は、基準となる財政上の需要と収入の差を普通交付金とする仕組みであり、都

区間の配分割合は、中期的には安定的なものを定める必要がある。 

しかしながら、配分割合に関しては、児童相談所の運営に関する都区の連携・協力を一層円

滑に進めていく観点から、今回、特例的な対応として、特別区の配分割合を令和２年度から 0.1％

増やし、55.1％とする。 

今回の特例的な対応により変更した分も含め、令和４年度に、配分割合のあり方について、

改めて協議することとする。 

 

第二 基準財政収入額 

１ 基準財政収入額は、各特別区の財政力を合理的に測定する趣旨を踏まえながら、過去の実績

に基づく標準算定を行う。 

２ 算定に当たっては、社会経済及び税制改正の動向、国税の状況等を考慮しつつ、標準徴収率

により算定する。 

 

第三 基準財政需要額 

１ 基準財政需要額は、特別区がひとしくその行うべき事務を遂行することができるよう、合理

的かつ適正な方法により標準算定を行う。 

２ 特別区における行財政の実態を踏まえ、算定方法を見直すとともに、各測定単位における数

値の増減、国・都の方針による増減等を見込むものとする。 

 

第四 今後の措置 

１ 本方針に基づき、都と特別区及び特別区相互間の財政調整に関する条例の一部を改正する条

例案及び予算案を令和２年第一回東京都議会定例会に付議するものとする 

２ 区別の算定は、令和２年度測定単位の数値の確認を待って行う。 
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